
国土交通省 航海訓練所

【事務・事業の見直し】

事務・事業 講ずべき措置 実施時期 具体的内容 措置状況 措置内容・理由等

01 航海訓練事業

受益者負担の拡大 23年度中に実施

　次期中期目標期間中（平成2
年度月額5,000円)を、航海訓練
大学２校、商船系高等専門学校
上技術短期大学校３校及び海上
年、月額1,000円ずつの引上げ
に、どの程度の受益者負担を目
負担の拡大（各船員教育機関及
めの実施計画を平成23年度中に

3年度から
を委託し
５校、海
技術学校

を図る（
指すかに
び海運業
策定する

平成27年度）に訓練負担金(平成21
ている船員教育機関15校（商船系
技教育機構の海技大学校１校、海
４校。以下同じ。）と協議し、毎

平成27年度月額11,000円）。さら
ついて目標を定め、更なる受益者
界等からの負担の拡大）を図るた
。

2b

　訓練負担金について、平成27年度に月額11,000円とするため、平成23年度中に月額7,000円に引き上げることについて船員教
育機関と協議し、平成23年度に訓練負担金を月額7000円に引き上げた。
　受益者負担の拡大については、平成24年３月、学識経験者、海運事業者、船員教育・訓練機関、船員の代表者及び国（国土
交通省、文部科学省）からなる「船員（海技者）の確保・育成に関する検討会」において、内航海運事業者による社船実習を
平成25年度に開始すること等について取りまとめを行った。
　これを踏まえ、各取組に関する具体的な実施計画を今年度中に策定する。

自己収入の拡大 22年度から実施 　教科参考資料の市販等により、自己収入の拡大に努める。 2a
　平成22年度より外部に対する教科参考資料の販売を開始した。また、教科参考資料のうち一部の単価を平成22年度に引き上
げ、残りの単価を平成23年７月に引き上げるなど、自己収入の拡大に努めている。
（売上げ　平成22年度　3,606千円　平成23年度　3,934千円）

船舶の代替建
効率化

造に併せた業務の 代替船の運航時
以降実施

　老朽化している練習船「大成
の規模の練習船とすることで燃

丸」の代
料等運航

替建造に当たっては、必要最小限
経費を縮減する。

2a

　「大成丸代船建造調査委員会」を設置して、平成23年３月に代替船の仕様及び設備について、最終とりまとめを行った。こ
れに基づき、練習船「大成丸」の代替船については、5,800トンから約3,400トン、総定員214名から174名とし、タービン船か
ら燃費効率の良いディーゼル船に切り換えるなど省エネ設計によるランニングコストを削減できる仕様とし、建造に着手した
ところであり、平成26年度に就航予定である。

船員養成の効果的・効率的実施 23年度から実施

　乗船実習を行う航海訓練所及
化等により、船員養成を効果的
　なお、船員教育の一貫性を高
海訓練所と海技教育機構等の船
討する。

び座学を
・効率的
め、管理
員教育機

行う船員教育機関15校との連携強
に行う。
業務の合理化を図る観点から、航
関15校の事業の在り方について検

2a

　平成24年３月、「船員（海技者）の確保・育成に関する検討会」において、効率的かつ効果的な船員教育・訓練の実施のた
め、教育機関間に加え海運業界とも連携強化を図るとともに、船員志望者に対し重点的に乗船実習を行うスキーム等効率的な
船員養成方策について取りまとめを行った。これを踏まえ、具体的な方策につき関係者間で着実に実施する。
　なお、「独立行政法人の制度・組織の見直しの基本方針」（平成24年１月20日閣議決定）において、航海訓練所及び海技教
育機構は統合することとされており、現在、関係部局及び法人からなる検討会において所要の検討を進めている。

【資産・運営等の見直し】

講ずべき措置 実施時期 具体的内容 措置状況 措置内容・理由等

02 組織体制の整備
船舶の代替建
縮減

造に併せた要員の 代替船の運航時
以降実施

　練習船「大成丸」の代替建造
減する。

に伴う練習船隊の整備に併せて、要員を縮
2a 　大成丸の代替船における航海訓練の内容及び実習生定員を踏まえた要員の縮減に関する検討を行っているところ。
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